第2回“ふじのくに”規制改革会議　本部会議
	開催日時
	平成29年８月９日（水）　午前10時30分から午前11時50分まで

	開催場所
	静岡県庁別館９階第１特別会議室　（静岡市葵区追手町９－６）

	出席者
	委員
・一般社団法人静岡県商工会議所連合会 酒井公夫会長

・静岡県中小企業団体中央会 木村通利専務理事（代理）

・一般財団法人静岡県銀行協会 大橋弘静岡銀行常務執行役員（代理）

・静岡県保育士会 吉川慶子会長

・公益財団法人静岡県国際交流協会 髙貝亮会長

・特定非営利活動法人静岡県男女共同参画センター交流会議 大國田鶴子代表理事

・ときわ綜合法律事務所 河村正史弁護士

・社会福祉法人静岡県社会福祉協議会 神原啓文会長

・学校法人新静岡学園 三枝幸文理事長

静岡県

· 吉林副知事、伊藤経営管理部長、市川地域振興局長、山口地域振興課長　

諸田交通規制指導管理官、松井交通規制課長補佐、佐藤総合計画課技監
土屋障害福祉課長　他


１　閉会
【地域振興課長代理】　　
それでは、ただいまから、第２回“ふじのくに”規制改革会議本部会議を開催いたします。本日はお忙しい中、当会議に御出席いただきまして、誠にありがとうございます。私は

本日司会を務めます地域振興課課長代理の千葉でございます。よろしくお願いいたします。　開会に当たりまして、静岡県副知事の吉林から御挨拶申し上げます。

【吉林副知事】　　皆さん、おはようございます。今日は本当に暑い日になりましたけれども、お忙しい中お集まりをいただきまして、誠にありがとうございます。県のほうでは、地方創生ということで、いわゆる地方創生に関する事柄を推進しますとともに、この規制改革会議を開きまして、規制改革を進めております。地方創生については、そういった前向きな取組と規制改革の両輪で進めていくことが非常に大事なものですから、昨年、１回目の会議を開催しました。

　この会議におけるテーマでございますけれども、皆さんから募集をいたしましたところ、20件集まりまして、第１回の本会議で取り扱われております。また、中部圏域につきましては、静岡市を中心に、やはり規制改革の提案がございまして、これについても議論がされているところでございます。本日は、第１回目の会議で色々報告をいたしまして、御意見をいただきました中での御報告をまた今回差し上げるとともに、前回継続審議になった部分がございますので、継続審議につきまして、改めて今日の会議で御意見をいただくということにしております。
　地方創生の状況でございますけれども、先月発表の総務省の統計によりますと、相変わらず全国的には、人口は集中しておりまして、東京圏だけがいわゆる増加ということで、個々の県はプラスもございますけれどもマイナスということでございまして、やはり東京への一極集中が進んでいる状況はあまり変わっておりません。本県につきましても、6,000人をちょっと超えるぐらいの社会減になってございまして、そういった意味でも、相変わらず厳しい状況が続いている状況でございます。
　県としては、人口減少については、対策を打ったからといって、すぐ効いてくるものではございませんので、中長期的にしっかりやっていくということと、特に自然減のほうはすぐには上がりませんので、そうした社会にどういうふうに適応していくかということについても、ライフスタイル等を含めて、両輪で政策を進めております。

　一方で、県の住みやすさというのを考えますと、あるいは企業活動を考えますと、規制改革は一つの大きなテーマでありますので、ぜひ皆さんから御意見をいただきまして、静岡県がいろんな意味で、暮らしやすい、住みやすい、あるいは他県からも魅力のある県にしてまいりたいと思いますので、ぜひ忌憚のない御意見をよろしくお願いいたします。

【地域振興課長代理】　　本日の出席者につきましては、お手元に配付しております名簿により、御紹介にかえさせていただきます。

　本会議は、設置・運営要綱第２条で示してあるとおり、地方版総合戦略の推進の阻害要因となり得る規制・制度のあり方に関する協議・検証を行う場でございます。本日の会議は、１月に行われました第１回会議において継続審議になった提案や国へ提案した案件に係る国からの回答、各委員からいただいた意見に対する報告などでございます。

　また、委員の皆様から、規制にかかわることや、この会議に関することについて、後ほど意見をいただく時間をとりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

　それでは、議事に入りますけれども、これからの進行は、議長であります静岡県商工会議所連合会酒井会長にお願いいたします。よろしくお願いいたします。

【酒井議長】　　おはようございます。御紹介いただきました静岡県商工会議所連合会会長の酒井でございます。会議の趣旨につきましては、今御説明いただきましたので、くどく重ねることはないわけでございますけれども、規制がつくられた当時というのは、もちろん目的があって意義があったわけでございますけれども、社会構造や経済情勢の変化によって、そういったものが必要なくなってきているものもあるのではないか、実態から外れているものもあるのではないか、それらが地方創生の足枷になっているようであったら、これは消していこうという趣旨で動いているものと理解しております。

　そういう中で、第１回目会議が今年１月に行われました。今回、第２回目でございます。皆様方には積極的な御意見をいただくと同時に、今後この会議がどうあるべきかということも後半にお話しいただけたらと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。
　それでは、議事に入りたいと思います。

　それでは、最初に、まず、前回からの継続審議の案件でございますが、訪問介護事業等福祉業務車両の路上駐車申請手続の緩和につきまして、御説明いただきます。

２　議事

（１）審議事項

【交通規制指導管理官】　　
　資料１を説明。

【酒井議長】　　
ありがとうございました。ただいまの審議事項につきまして意見交換を行いたいと思いますけれども、御発言ございますでしょうか。
　

【木村委員代理】　　
中小企業団体中央会でございます。教えていただきたいのですが、提案者の「添付書類の共通化」ということについて、先ほど、駐車場ごとの管理という形、基本的なお話、色々御紹介いただきました。複数車両の場合の添付書類の共通化ということで教えていただきたいんですが、先ほどの道路交通法の関係とか施行令、規則、資料１の左下にございます添付書類とか審査基準というものは明示していただいてあるんですが、この添付書類についても法定で明示されていらっしゃるんですか。例えば、先ほどの申請書の例示がございましたが、資料１－３－１、この様式そのものの明示を法律なり細則の中でされていらっしゃるわけですか。

　私がお聞きしたいのは、少しでも書類の共通化の可能性があるのかどうかということです。例えば、車両と駐車場所の特定というお話だったんですが、添付書類には免許証などいろいろありますけれども、例えばドライバーの特定ですとか、そういう意図が明記されているのかということや、あるいは、先ほど、様式が決まっているのであればなんですが、複数車両がある場合に、申請書の１－３－１ですかね、その一覧表にして、一括で同一事業所が申請するとか、あるいは免許証です。免許証は免許証ごとの免許番号がございますね。例えば、免許番号一覧みたいな形で、そういう添付書類の、御提案にあるような共通化の可能性というのは、現行の法律の中では少しでも可能な部分はないんでしょうか。すみません、その辺を教えていただければ。

【酒井議長】　　いかがでしょうか。

【交通規制課長補佐】　　規制課の松井と申します。まず、提出書類の規定は例規で決まっております。ちょっとわかりづらいんですけれども、例えば、訪問先一覧表がございます。これは、車を事業所で１０台持っているとした場合、１０台、大体同じように回りますよということであれば、この一覧表、全部同じで結構です。行く可能性があるところということで、その場所へはいつもは行かないけれども、車がこちらのほうに行くかもしれないということで、全て同じものをつけていただければ結構でございます。

　あと、免許の関係は、主たる運転手の方１人で結構でございます。大体メインで、運行管理責任者という方がいらっしゃるかと思いますので、主に運転される方のコピーをつけていただければ結構でございます。免許番号だけ書けばいいということもあるんですけれども、一応、年に１回確認するときに、有効期限は切れてないかとか、そこら辺の関係もございます。あと、運転する車の車種が無免許にならない、今、準中型だとか種類が増えましたので、一応確認する意味で、免許証のコピーを１つつけていただければということで緩和しているところでございます。ちょっとわかりづらくて申しわけございませんが。
　なので、申請書の車両番号のところだけ、手書きでも結構でございます。１０台分あれば１０台書いていただきまして、一覧表も、１０台大体同じところに行かれるのであれば、一覧表もそこにつけていただくという事で足りるのかなということになります。そんなに、お手間にならないのかなと、担当からすると、そんな感じは受けるんですけれども。

【木村委員代理】　　すみません、先ほどの御説明の中に、許可期間は最長１年のものもあり全国で一番というお話もあったものですから、県警さんレベルで運用の余地を考えていただけるなら、少しでも書類が少ないものがあるのかなと、そういう意図でお聞きしたわけです。

【交通規制課補佐官】　　すみません。ありがとうございます。

【酒井議長】　　ありがとうございます。これからも、時代の話でいきますと、在宅介護はますます増えてくるだろうという時代背景をベースにするということで、神原先生、少しお話しいただければと思います。

【神原委員】　　ありがとうございます。かなり御努力いただいているということでわかりましたけれども、先ほどもお話がありましたように、ＩｏＴなどを活用して、免許証や団体と運転者などを簡単に照会できるようにすれば、警察官や事務担当者等の労務も簡素化されるんだろうと思いますので、前向きに検討いただければと思います。
【酒井議長】　　ありがとうございました。個別の案件でございますので、あまり時間をかけるつもりはないんですけれども、先ほど、ちょっと御説明いただいたときに、申請書類、資料１－３－１ですけれども、車両番号のところに、１０両あれば１０両分書いていいというお話があったでしょうか？　そう解釈していいでしょうか？
【交通規制課長補佐】　　あくまでも申請書は車両毎の管理ですから、ここに１０台あれば１０枚つけていただくという形になります。

【酒井議長】　　わかりました。

【交通規制課長補佐】　　蛇足ですけれども、今まで管理官が説明したとおり、公安委員会の駐車禁止、標識があるところについての緩和になります。もともと駐車禁止の規制がなければ、誰でもとめられますよね。わざわざ申請も要らないという形になります。ですので、年に１回、警察署を集めて、こういう形で駐車の見直しということで各署の担当を呼びまして、ヒアリングをしております。要は、必要のない規制はどんどん解除していきましょう。駐車に限らず、通行禁止規制とか、時代の流れでいろんなことがございます。不必要なものをどんどん見直す必要がございますので、そういう形で緩和も行っておりまして、とはいいながら、駐車禁止の規制というのは、やはり地元住民の方の要望があって駐車規制をしているところもございます。なかなかすぐに廃止ということはできないんですけれども、そういうような駐車の需要イコール許可車両であれば、ほかの車はとめられませんよ、介護事業所の方だけとめるんですよということであれば、もともとの規制自体が要らないわけですので、という形でどんどん見直しも図っていきたいと考えております。　　以上です。

【酒井議長】　　ほかに、委員の皆さん、どうでしょう。

【高貝委員】　　国際交流協会の高貝です。今回、この提案をされている方の実状を想像してみるに、新たに訪問先が増えたときに、全ての車両について追加をしなきゃいけないという手間が、規模が大きくなればなるほど、台数が多くて大変だというところから来ているのかなと感じました。

　ただ、今のお話を聞きますと、また、今日の御説明では、訪問先の追加の場合は一覧表と見取り図を追加すれば足りるということで、１０台車両を持っていれば、一覧表の新しいもの、追加されたものと見取り図を１０組コピーして警察署へお持ちすれば、それで一応足りるということですね。それがどのくらいの頻度であるかなんですけれども、例えば、週に１回ぐらい新しい先方が増えるとか、毎週そういったことをするのは、やはり相当な手間にもなるのかなということがあります。
　ただ、今の規制の関係からすると、そこは仕方のないところなのかなと思いますが、例えば、こういった許認可の関係の電子化がどんどん進んでいくと、複数の許可に対して一括して追加するようなことが電子申請でできるようになれば、実際の手間自体は随分減るというようなこともあるのかなということで、今、電子化が進んでいる中で、将来的にはそんなことも検討されればと感じました。　　以上です。

【酒井議長】　　ありがとうございます。

　他に御意見、いかがでしょうか。よろしいですか。今、高貝さんがおっしゃっていただいたとおり、この提案の趣旨は車両毎にというところがやはり一番の負担になっているんじゃないかと思います。今後も検討を継続するということでございますので、国の法律との絡みも出てくると承知しておりますので、ぜひ今後もそういう観点からの議論をお願いしたいということで、この審議事項は終わらせたいと思いますが、よろしゅうございますか。ありがとうございます。

　では、続きまして、事務局から報告事項につきまして、一括して説明をお願いいたします。

（２）報告事項

【地域振興課長】　　
　報告1・２（資料２・３を説明）
【酒井議長】　　ありがとうございました。それでは今の内容につきまして、御意見、御質問がある場合は御発言いただきたいと思います。よろしいでしょうか。資料３の２番の『障がい者雇用における「間接雇用」制度の創設』は、御提案された方が取り下げたわけですね。

【地域振興課長】　　そうです。

【酒井議長】　　提案の中身は僕はすばらしいと思ったんですけれども、取り下げちゃうとあれなのか。
【地域振興課長】　　そうです。提案者の意向ということで、そういうふうに承っております。

【酒井議長】　　皆さんご存じでしょうけど、障害者の雇用というのが一定の比率で求められておりまして、それに達しない場合は、罰金じゃなくて、お金を払うことになっているわけですけれども、そういったものが、障害者の施設の品物を買ったりすることによって代えられないかということでございまして、私、静岡鉄道におりますので、運輸系でいきますと、その比率が十分こなせない現実もありまして、非常にすばらしいなと思ったんですけれども、残念でございました。うちから挙げようかな。（笑）
【大橋委員代理】　　今の２番のところですけど、提案内容が不明確であるために国が不受理となっていますけれども、何が不明確かというのは確認なさっているんでしょうか。

【酒井議長】　　いかがでしょうか。

【地域振興課長】　　国からは、提案者の間接雇用の定義のところの部分が不明瞭になっているという御回答だけは我々も確認しているところです。

【大橋委員代理】　　それを県で明確にするサポートというのはなさらないんですか。

【地域振興課長】　　これについては、提案者の方々ともお話をしているものですから、先ほど言ったように、直接的じゃない部分も間接的な部分として考慮できるのかどうなのかということについて、提案者の方は今御納得されていますけれども、そういうところは引き続き聞いて、関係部局とお話し合いができるようなところは、我々が窓口として責任を持ちたいと思っています。
【酒井議長】　　障害者の雇用という問題をどのようにしていくかというのは大きな問題だと思いますので、簡単に話がいくわけではないのはわかるんですけれども、現実的には、この提案はかなり効果があるような気がするんですよね。日本全国が、例えば、企業が全て、コピー用紙は全部そういう組織から購入するなんていうこと。で、そこに新たな雇用が生まれていくということによって解決するというのは。確かに具体的なことはここには書いてないんですけど、ロジックからすると非常にわかりやすいロジックかなという気がするものですから、提案者が取り下げたということですとあれなのかもしれませんけど、県の姿勢としては、やっぱりそういうものを前に進めていただけるような体制がとれるとありがたいなとは思うんです。

【経営管理部長】　　承知しました。担当の経営管理部長でございます。事業者提案だけではなくて、行政側としての提案ということもありますので、今の御趣旨を踏まえまして、県としてこういうことができないかということを、もう少し掘り下げて検討した上で対応していきたいと思います。
　以上でございます。

【酒井議長】　　ありがとうございました。

【神原委員】　　神原でございます。今、議長がおっしゃったように、障害者の雇用においては、賃金が非常に低いんですね。販売しても、普通の商品と比べると価格が非常に安い。それが結局、低賃金に跳ね返ってくるわけで、障害者の雇用の促進あるいはそれに対する間接的なサポートという意味でも、ぜひ一度御検討いただくことは良いことと思いますので、よろしくお願いします。

【酒井議長】　　ありがとうございました。ほかに御意見ありますか。お願いします。

【河村委員】　　弁護士の河村です。障害者関係の団体に多少関係を持っているんですけれども、障害者雇用の前提となる障害者に対する職業訓練の問題ですが、使い勝手があんまりよくないんですね。職業訓練の仕方、それについて制度自体が非常に使いにくいものになっているという、細かいことまでわかりませんけれども、そこら辺を今後考えていかないと、パーフェクトとはいかないまでも、その人の能力を最大限発揮できるような状況で社会に労働を送り込んでいく体制も必要ではないかなと私は思っています。
【酒井議長】　　ありがとうございます。県のほうで、その辺も含めて御議論いただくようにお願いしたいと思います。

　他に御意見ございませんか。それ以外は、国の回答は納得できたといいますか、そういう状況なんだろうなというのはよくわかります。風営法の関係も、趣旨からすればこういう内容でいいのだろうなと思います。それを提案された方が納得していただければよろしいかなと思います。

　それでは、この報告につきましてはよろしいですかね。皆さん、御意見いただいたということで。ありがとうございます。それでは、議事を進めたいと思います。

　以上で、本日の議案として予定したものは終わりますので、最後、残った時間……。

【地域振興課長】　　議長、もうちょっと説明を事務局から。

【酒井議長】　　そうですか。ああ、ごめんなさい。すみません、どうぞ続けてください。

【地域振興局長】　　
　報告３・４（報告資料４・５を説明）

【総合計画課技監】　　
報告５（資料６を説明）
【障害福祉課長】
報告６（資料７を説明）

　
【酒井議長】　　ありがとうございました。すみません、議事の進行を間違っておりまして。報告事項が報告６まであったわけでございますけれども、報告２までは先ほど御意見を伺ったということでよろしいかと思いますので、報告３、４、５、６につきまして御意見、ご質問等ございましたら御発言いただきたいと思います。いかがでございましょうか。

　お願いします。

【木村委員代理】　　中部地域会議の御報告をいただきましたが、この本部会議もそうなんですが、議論のある程度の方向がでたところで、結果のアナウンスですかね、それをやっていただくというか。中部地域会議というのは、中部地域会議で審議事項は３項目で、報告が７項目ございますけれども、例えば、私どもの関係から言うと、中部地域会議の中でも審議の２、３ですとか報告の１ですとか、産業経済にかかわるものがあるものですから、非常に関心の強い関係者が多いのかなという感じもあるんですけれども、この辺のプロセスをどの程度示すか・・・。ある程度方向づけができないと提示できないのかもしれないですけれども、この辺は何か事務局でお考えございますか。
【酒井議長】　　どうぞお願いします。

【地域振興課長】　　中部地域会議につきましては、会議にあがった提案が、最終的に本部会議に上がって審議というスタイルにはなってないんですけれども、静岡市の案件については公開しておりますが、我々からも、委員のほうから今言われたようなことがありましたら、議事録と会議の経過、結果について御提供したいと考えております。
【酒井議長】　　よろしいですか。ほかに御意見、御質問、よろしいでしょうか。

　はい、どうぞ。

【河村委員】　　聴覚障害者用屋内信号装置の問題でもよろしいですか。

【酒井議長】　　どうぞ。

【河村委員】　　この提案は非常にいいと思うんですけれども、対象者がどの程度いて、設置するのにどの程度お金がかかるのか、さっぱり具体性がないものだから何とも判断のしようがないんですけれども、障害者ではなくて一般の家庭でこういう必要性があった場合、どの程度の費用で設置できるのか。積極的に取り入れるためには全額補助しなければいけないのか、一部の補助でもいいのか。安い費用で設置できるんだったら、広げるためには、ある程度自己負担をしていただいて、広げる方法もあろうかと思うんですけれども、具体的には今、市町でどの程度やっているのか、全くやってないのかわかりますでしょうか。どの程度普及しているのか。

【酒井議長】　　いかがでしょうか。

【障害福祉課長】　　日常生活用具の給付事業をやっているかやってないかということで申し上げますと、この日常生活用具給付事業につきましては、全ての市町が必須事業となっておりますので、全ての市町が実施しております。この中でも、日常生活用具の中には、今回のベビーコールに相当するものは、情報・意思疎通支援用具の区分になるんですけれども、ほかにも介護訓練支援用具ですとか、あるいは生活支援用具など、さまざまな種類がございますので、聴覚障害者の屋内用の信号装置だけに限ってどのぐらいの方が利用しているかまでは統計はございません。
　ちなみに、聴覚障害者の方が県外にどのくらいいるのかということで申し上げますと、聴覚障害と、あと言語機能の障害とあわせた数になるんですけれども、約９,５００人の方が県内にいらっしゃいます。そのうち、重度となる２級以上の方については、おおむね２,９００人ぐらいが、この今の２級以上の等級を受けていらっしゃることになります。
【河村委員】　　私もちょっと理解が不十分で、２級と３級の違いがどの程度かがわかりませんが、３級でもかなり聞こえないと言っていらっしゃる方がいるようですけれども、その辺りで市町の給付にある程度差が出るのはやむを得ないにしても、できるだけ平均化するように、県で音頭をとって推進していただきたいと思うんですね。それが障害者の人たちでも安心して生活できるし、今後も増えるというようなものにつながっていくと思いますので。　　以上です。

【障害福祉課長】　　委員の御発言はもっともなことだと思っておりますので、障害者の方が在宅で日常生活を送っていくことについて、どういうものが必要なのかというのは十分検討しながら、先ほども申しましたけれども、ガイドラインは随時見直しを行っているところでございますので、そこについても考慮しながら進めてまいりたいと考えております。
【酒井議長】　　ありがとうございました。今の委員からの発言は、個の話という部分と、もう一つ、提案内容がもうちょっとわかりやすく、提案そのものだけではなくて、その背景など、そういったものがあったほうが議論しやすいですよねという部分も入っていると思います。先ほどの提案と同様に国へ持っていって、良く分からないからで終わるのではなくて、もう少し掘り起こしていただいて、提案内容にしていただいたほうがわかりやすいのかなという気がしますので、その辺を御配慮いただけたらと思います。
【河村委員】　　そのことで、“ふじのくに”規制改革会議中部地域会議の開催結果の「３委員意見」によると、牧田委員がここに書いてあるようなことを言っているんですね。「提案は個別の事例を通してしか発露しない。したがって、その奥にある背景なんかの問題点を捉えていただくと非常にいい」というのがご意見だろうと思いますが、私もそのとおりだと。

【酒井議長】　　事務局、いかがでしょうか。

【地域振興課長】　　提案についての窓口をやっている我々の責任もあるかなと、今痛感しているところでございます。内容については、やはり今御意見のあったとおり、深掘りをしないと、先の案件も含めてこういう議論の場で出すには成熟してないと、なかなか議論も進まない部分はありますので、その点については、今後そういう形で、提案者の趣旨というところも含めて確認をしながらやっていきたいと考えています。よろしくお願いします。
【酒井議長】　　ありがとうございました。それでは、報告事項につきましてはよろしゅうございますか。

　それでは、本日の中身について、予定された議案は以上でございますけれども、残りの時間は皆さんに規制に関します御意見等を幅広くお受けしたいと思います。恐らく、ここからが今日の主な内容なのかなと思っておるわけでございますけれども。というのは、やはりこういう形で規制緩和の会議をやっていて、実際どれぐらい効果があるのかな、あるいは、この会議このままでいいのかなといった部分を、おそらく御参加の皆さんもクエスチョンマークを持ちながら議論されているのではないかなという気がいたしますので、今後のこの会議の運営につきまして、あるいは規制緩和の取組につきまして皆さんの御意見を伺いたいと思うところでございます。

　御発言ある方、挙手いただければ。どうぞお願いします。

【三枝委員】　静岡学園の三枝です。私共の学校法人は大学及び中学・高校を経営しております。今、県内では、内陸フロンティアに係わる様々な事業が展開されていますが、その中で、工業団地や住宅団地の整備は、中長期的には、学生や生徒の県内への定住とかＵターンを促進する一番大きなきっかけになると思っています。つまり、今の若者は、働く場所が県内では不十分だということで県外に出ていくのです。そこで先ほどの農地の転用の話になりますけれども、工業団地や住宅団地を造成する場合には、調整区域内でかなり広い面積で造成が行われるかと思います。その場合に、調整区域内といっても、農地がかなりの部分を占める場合もあれば、森林がかなりの部分を占める場合もあるでしょう。特に農地が多く占めるような場合には、転用の手続き等で非常に整備に時間がかかると思います。
　ですから、規制があることによって、工業団地とか住宅団地の整備が遅れるようなケースが実際あったのかどうか。そして、このようなケースはやはり市や町、その上の県で事情を知っていらっしゃるのではないかと思うんですね。ここの規制改革会議では、どうしても個々の案件しか出てこないので、内陸フロンティアの工業団地等の整備や造成をする段階で、県や国の様々な規制があるがためにスピード感を持って、造成ができないようなケースがあるのかどうか、そういった話も聞かせていただければと思っています。以上です。

【酒井議長】　　ありがとうございます。御質問でよろしいですね。いかがでしょうか。

【地域振興課長】　　細かいところは、技監もいますので、お話をいただくつもりですけれども、先ほど、局長からもありました本県から国への提案の中で、平成２６年に農地転用の権限の移譲について、４ヘクタールを超えるものについて、当分の間、農林水産大臣と協議した上で、都道府県知事または指定市町村長に農地転用許可権限の移譲をするとか、大臣協議を２ヘクタールから４ヘクタールの中で協議を廃止するというようなことを、本県の提案により、全国的にも賛同を得て、国の権限が県へ移譲されている状況にあります。
　内陸フロンティアを拓く取組自体も、もともと特区というものがあって、規制緩和を、こうやって特区にした中でよりやりやすいようにということを目的として始めているところもあるんですが、今は特区だけではなく、県の中で内陸フロンティアを拓く取組の６次指定というところまで、６回指定をしました。その中身というのは、現行法令でも、先ほど言われたように、要は、優良農地を保全するというのは、県農地局の全体的な考え方ではありますけれども、今は農地がこうやって歯抜けになっちゃっていて、青と白が点在しているとか、使われない耕作放棄地がずっと残っているとかという状況があります。そういったところで、内陸フロンティアを拓く取組の中で、今、我々の課のところに県理事がいて、農地の関係、都市計画の関係、我々のところとワンストップで対応できる体制をつくって、市町から上がってきている内容について、次はあそこに行け、次はあそこの局へ行けというようなことがないようにやっているということであります。

　もう少し細かい話で補足がありましたら、技監、お願いします。

【総合計画課技監】　　内陸フロンティアの推進区域などでも、工業用地、住宅団地の整備は、主には、やはり今、委員からのご指摘があったとおり、静岡県において新東名等ができて、そのインターチェンジ周辺の利便性が向上していく中で、インターチェンジ周辺としての土地利用の開発という点で、そういったものが内陸フロンティアの推進区域などでも設けられているところでございます。

　新たにインターチェンジみたいなものができることによりまして、そこの社会経済情勢というのは大きく変わりまして、利便性も向上する、あるいは幹線道路もまた新たにできる。状況が変わることによりまして、例えば、農振法等におけます転用の基準とかも、そういうインターチェンジができると、その周辺、何メートル以内は可能になるとか、それについて各個別法においても、そこの規制が順次、そういう社会の変化によってやはり変わっていって、運用としても変わっていくところはございます。
　今、課長からもお話がありましたとおり、今、内フロの推進地域として実施しているところについては、現在の個別規制法の法律の中で実施可能だということで、我々としても理解、判断をしておりまして、今度は開発の手法といたしましては、個々の案件としての開発でありますとか市街化調整区域に編入をして、大々的に土地の規制をかけてやりましょうとか、そこは手法についてはいろいろございますので、その手法、手段によっては、関係機関との調整によって少し時間がかかる場合もございますけれども、全体として、今考えられている中での農地転用におけることによって、今お話がありましたとおり、ワンストップサービスみたいなことで県庁の中で土地利用に関する都市計画サイド、農振サイドとの調整なんかも一緒に進めさせていただいておりますので、スピード感が下がるということはないように取り組んでいるところであります。

　以上です。

【三枝委員】　　森林と比べて農地というのは、かなり時間がかかるんですか。

【総合計画課技監】　　そうですね。森林については、森林の林地開発許可ということで、森林を伐採することに関しての許可制度になりますけれども、農地の場合には、農地を転用した後の土地利用が、都市的土地利用の関係として見る部分としては、都市サイドと農業サイドで調整の部分が少し多くなる点はございますので、ややお時間はかかる傾向があるかなと思っていますけれども、それも通常の範囲の中で実施可能であると思っています。

【経営管理部長】　　若干補足しますと、内陸フロンティアを拓く取組につきましては、総合特区に基づく指定が６地区、それから、県の担当部での指定は７８地区ございます。この中で総合特区に基づくところにつきましては、今、技監から説明があったとおり、個別法の規制は引き続きあるんですが、例えば、農振除外であるとか農地転用であるとか、それから調整区域という話もございましたので、いわゆる都市計画法上の規制もございますけれども、そういったものを個々にそれぞれやっていくのではなくて、全部同じテーブルの中で一括して議論しましょうということで、時間を短縮するような手法も取り組まれておりまして、特に特区に基づくものにつきましては、時間を短くすることにつきまして、国も含めて関係機関と協力し合ってやっております。
【三枝委員】　　工業団地で、たしか小山町だと思ったのですけれども、企業局がやっていましたね。やっぱり大分、時間的には早くできるものですか。

【経営管理部長】　　企業局の場合ですと、民間の事業者の場合は開発許可みたいなことがあって、行政との協議が必要ですけれども、企業局自身がやる場合は、そういったものが省略されることから、期間的には大分短くできるというメリットがございます。
【酒井議長】　　よろしいですか。ほかに御意見。　はい、大橋委員。

【大橋委員代理】　　２点ありますが、県がこういう規制改革会議をやっていますよというのをもっとアピールしたらどうかと思います。というのは、民間事業者の中には、やはり、県はこういうのをやっているらしいんだけど、ずっと自分自身は何年もいろいろ規制緩和をお願いしたんだけど、もう諦めたよというお客さんもあるものですから、特に民間事業者が今、切実に持っている意見を吸い上げる意味でも、もっと規制改革会議をやっていますよというのをアピールしたらどうかなというのが１つ。

　それと、国といいますか、経産省がグレーゾーン解消制度というのをやっています。昨年からやっていると思うんですけれども、これはかなり組織横断的に規制緩和のところを、意見を吸い上げているんですけれども、経産省のグレーゾーン解消制度と県の規制改革会議がもう少しリンクしたり、何かできないかなと思いました。いかがでしょうか。

【酒井議長】　　２点につきまして、どうでしょうか。

【地域振興課長】　　１点目については、委員おっしゃるとおりなんですね。アピールも、我々としてはしてきているつもりが、結果として出てないということはアピールしてないと同じということで、そこについては、我々の事務局内部でも課題は持っております。今後についても、当然ホームページもそうですけれども、いろんな関係団体に対して、規制改革会議の名前でもって、こういうことをやっていますということを、もっと細かいところで広めていくことは大事という認識は持っているんですが、今後課題解決するために、色々出向いてＰＲをしていきます。また、市町に関しても、市長会とか副市長会議というところについても、こういうアピールをやっていますが、今後も継続をしてやっていきたいと思っています。
議長と前に話をしたときに、テーマが広過ぎてなかなかわからないよという話も出まして、何かテーマ的に絞れるようなものがあるかどうか意見をいただいたこともあります。このテーマでどうでしょう、このテーマでどうでしょうというような言い方をすると、我が身のことと思うと出てくるということにもなりますので、そういう仕組みというか、仕掛けもあるのかなと考えています。

　２点目の経産省のグレーゾーン解消制度の部分とのリンクですが、リンクという点で申しあげると、先ほどの県から国への提案事項というのも、基本的には内閣府に上げ、内閣府から省庁間調整というのをやっていく中で、重点事項を決めて、これについては今年重点でやっていきますというやり方をやっておりますので、その中で経産省の部分について言えばあるんでしょうけれども、グレーゾーン解消制度というところについてのかかわりというところについては不勉強で、今御回答できるだけのものは持っておりません。すみません。
【酒井議長】　　どうぞ。

【神原委員】　　神原でございますけれども、１点目の件につきまして会議でアドホック的に、直前に何かありませんかというようなことではなく、継続的に年中そういうものを受け付けていますなどという姿勢が見えないとなかなか県全体に広まらない。急に思いついたことでは、十分練られたものが出てこないことになりますので、ぜひそのあたりも考慮していただきたいなと思います。

　先ほども、県の方がおっしゃったとおり、大きく部門別に募集していただくというようなこともいいやり方かなと思います。

　それから、小さなことになってしまうんですが、個人情報の問題で民生委員、児童委員がいろいろな調査をされるのですが、マンションや独居の問題などがあり、必要な情報が中々得難いようで、何か良い解決法がないかもう少し検討してから必要に応じて提案したいと思います。

　それから、１つ、追加で申し上げたいのですが、聴覚障害の問題ございましたけれども、この会議とは関係ない話で申し訳ないですが、新生児の聴覚検査をしっかりやれれば、２歳ぐらいまでにかなり聴覚障害を予防できるんです。そういう意味で、出生後早期に予防に取り組むことが大事なことを申し上げときたいと思います。以上でございます。

【酒井議長】　　時間がそろそろなくなってきましたので、まとめに入らなくちゃいけないんですけれども、今、委員の皆様から出た中で、要は、この会議、あるいは規制緩和を県がやっていることを広くアピールしなくちゃいけないという、これはもう皆さん、異議ないところだと思います。私もこの立場になって、いろんな方に、こういう規制緩和の取組をやっているけど知っている？　という話をして、知っているという返事が来たのはゼロでございます。ですから、やはりそれが実状でございますので、県も積極的にやっていることをアピールする機会をつくっていただきたいと思っております。
　第１回会議のときに、たしか半年ぐらいの期間募集をされて、それで第１回目の会議と伺ったわけですけれども、それで２４件でしょうかね、たしか。市の分も含めて二十数件だと。その少なさにびっくりしたわけでございますけれども、やっぱり知れ渡ってないのは明らかでございますので、そこをぜひお願いしたいというのが１つでございます。

　それと、もう一つ、事務局から出ましたのは、やはり広く規制緩和ありませんかと言うと、小さいものになったり、あるいはばらばらになったりして、なかなかこういう会議で実際に効果のあるものは難しいなという感じがしております。民間企業でいきますと、まずは規制緩和という以前に、コンプライアンスの意識がすごく強くなってきちゃっているんですね。ちゃんと守らなくちゃいけない。規制ありきでルールは守るんだというのが、今、すごく増えているわけですので、その中から規制緩和という提案が出てくるのは非常に難しくなっていると思っております。ですから、そういう状況ですので、さっきも報告にありましたけれども、県の職員の皆さんが、自分たちの仕事の中で、自分の仕事を減らすのは結構なので、これはもう古いから、実状に合ってないから、これはもうそろそろ手をつけていいんじゃないかというのを積極的に挙げていただきたいと思っていまして、先ほど、そういう取組をされているというのは伺っておりますけれども、ぜひそういう中から、こういう案が出てきたというのをお見せいただけたらというところでございます。
　それと、もう一つは、今日、時間がないので、このまま決めるのは難しいかもしれませんけれども、テーマ別に絞ってというのは必要かなと思っております。例えば、どういうテーマにするかというのは非常に重要ですけれども、この会議の趣旨からしますと、先ほど、内陸フロンティアの話もいただきましたけれども、内陸フロンティアというのをいかに効率的に効果的に実現するかといったような切り口、あるいは、県の防災とか減災とかそういったタイトルで、防災・減災のために、こういう規制がちょっと障害になっているんだというような形での見直し、あるいは、民間企業等においては人が減っているわけですので、その中での生産性向上のためにこういったものが障害になっているというような、私、ぽっぽっぽっと考えているのはその３つぐらいかなと思うんですけれども、そんなテーマをこれから絞らせていただいて、それで片づけるというのは難しいんですけれども、意見を伺っていくというやり方が一つあるんじゃないかなと思っておりまして、時間がない中で恐縮でございますけれども、もし御賛同いただけるようでしたら、事務局とその辺のテーマを絞り込んで、また委員の皆さんには御相談させていただきながらやっていけたらなと思っておるんですけれども、御意見いただければありがたいと思いますが、いかがでございましょうか。

　はい、お願いします。

【大國委員】　　あざれあ交流会議の大國と申します。私も、さっき山口課長がおっしゃいましたように、我が身となれば一生懸命頑張れるって、まさにそれで、私、今日のテーマのほとんど門外漢であり、聞いていて、かえってこちらが勉強させてもらっているという感じなんですね。だから、できたら、我が身として頑張れるかなというところにテーマを絞って行われると、参加していても存在感があると。今、ここで存在感がないものですから、テーマ別でわけていただくのはとてもいいと思います。　以上です。

【酒井議長】　　ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。　はい、どうぞ。

【木村委員代理】　　今、テーマの絞り込みというのは非常にありがたいと思いました。重点といいますか、私としては、県が今やっていただいています人手対策といいますか、人にかかわる部分が非常に大きいテーマ、ぜひ優先していただきたいなと。先ほど来、障害者雇用の話もいろいろありましたけど、私どもの立場から言うと、企業の受け入れのほうですので、いろんな御意見も実はございますし、いろいろ聞いていますので、ぜひ人というテーマの中でやっていただけると大変ありがたいなと。
　以上でございます。

【酒井議長】　　ありがとうございます。それでは、時間のせいにしてはいけませんが、テーマで絞らせていただくということで、そのテーマにつきましては、事務局とお話しさせていただいた上で、また委員の皆様には相談申し上げると、そういう形にして、なるべく早い段階で絞り込みをしたいなと思っております。よろしいですか。ありがとうございます。それでは、そういう要望で今後トライしてみたいと思っております。ありがとうございました。

　それでは、以上で本日の内容は終わるということでございますので、事務局に進行をお返ししたいと思います。よろしくお願いします。

【地域振興課長代理】　　本日は、長時間にわたり御審議いただき、誠にありがとうございました。本日いただいた御意見のほかにも、お気づきの点がございましたら、ただいまお配りしております意見用紙に御記入いただきまして、事務局宛てに送付いただければと存じます。

　なお、規制改革の提案につきましては、県のホームページや県からの各種団体へのお知らせという形でこれまで実施してきているところでございますけれども、この規制改革会議からのお知らせという形でも、関係団体への周知を図ってまいりたいと考えておりますので、御理解のほうをよろしくお願いいたします。

　なお、提案事項がある程度まとまりましたら、今年度中に第３回目の会議を開催したいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

　それでは、閉会に当たりまして、吉林副知事から御挨拶、お願いします。

【吉林副知事】　　座ったままで失礼します。本日は、長時間ありがとうございました。お話を聞いておりまして、今、議長からの提案がございましたけれども、１つは、私どもとしてはしっかり提案内容を確認したいと思います。提案者がそういう趣旨であるかという提案の中身をしっかり提案に載せるなり、それも窓口だけではなくて、関係の部局、あるいは担当部局がございますので、そこを巻き込んで、しっかり提案者の意図をくみ取って、さらにそれが普遍的なテーマであれば、県で少し手を入れたりして、いただいた提案がそのままほっとかれないように、できるだけ俎上に乗せる努力を一つはしてまいりたいと思っております。

　２つ目は、議論ですけれども、できるだけ、何ができるかという考え方で解決を図ってまいりたいと思います。１００％解決できなくても、１０％でも２０％でも解決できれば、１００といえば完璧でございますけれども、少しでも前に進めたら提案者のためになるという視点で、どういうことができるかということを考えるような視点で、県としても取り組んでまいりたいと思います。

　３点目でございますけれども、今御議論がございましたように、この会議の周知と、今日御議論いただいた結果についてもしっかり、提案者だけではなくて、共通のお悩みを持っているところに届くような形で、我々としても成果として御報告をしていきたいということを考えております。

　それから、テーマ別ということで御提案いただきましたので、しっかり提案を吸い取る仕組みにつきましても、１つはホームページとかというのもございますけれども、そうでない手段もたくさんございますので、また、今日お集まりの方々もいらっしゃいますので、逆に言いますと、皆様を通じてお手伝いこともあるかと思いますけれども、ぜひそういった形で、いろんなチャネルから御提案をいただく努力もしてまいりたいと思いますので、引き続き御協力のほどよろしくお願いいたします。誠にありがとうございました。
【地域振興課長代理】　　以上をもちまして、第２回“ふじのくに”規制改革会議本部会議を終了いたします。本日は誠にありがとうございました。

――　了　――
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